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第三者コメント

商号

所在地

資本金

事業所・営業所

従業員数

主な事業内容

主要納入業種

藤倉化成株式会社　

FUJI KURA KASEI CO．，LTD.

（本社事務所）東京都港区芝公園2-6 -15

黒龍芝公園ビル

37億1287万円

2事業所（1研究所）、1営業所、1事務所

313名

建材塗料･コーティング･電子材料･機能材料･

化成品の研究開発・製造・販売等

住宅産業・自動車産業・ＩＴ関連・ＯＡ機器・

電子/電気産業・化粧品分野他

会社概要

本報告書は環境省の「環境報告書ガイドライン」を参考に、藤倉化

成の取組みと実績をできる限りありのまま情報開示するよう努

めました。次回発行は2006年6月を予定しています。

編集方針

対象期間：

対象事業所：

2004年度

（2004年4月1日～2005年3月31日）
＊継続性のある活動については一部、

2005年度の活動も掲載しています

藤倉化成（株）の全事業所。

一部情報は関係会社を含んでいます。

環境・社会報告書2005の対象範囲

目次

藤倉化成（株）

【生産拠点】

佐野事業所

鷲宮事業所

名古屋営業所

【非生産拠点】

本社事務所

関係会社

【生産拠点】

フジケミ近畿

フジケミカル

【非生産拠点】

フジケミ東京

藤光樹脂
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藤倉化成の歩み・業績

1970

1971年

1973年

1974年

1975年

1980

1984年

1986年

1990

1990年

1991年

1994年

1995年

1996年

1998年

1999年

2000

2000年

2001年

2002年

2003年

2004年

栃木県佐野市に佐野事業所開設し

生産部門集約

水系弾性塗料「プラスタロイ」発売

水系多彩模様塗料「サンアート」発売

中京地区にデポセンター調色工場開設

（現名古屋営業所）

佐野事業所に水系塗料工場新設

建築用塗料販売会社「フジケミカル」設立

東日本地区販売会社「フジケミ東京」設立

埼玉県鷲宮町に鷲宮事業所を開設

地球環境委員会発足

有害化学物質管理ガイドライン制定

佐野事業所第2工場開設しドータイト工場稼動　

PL対策委員会発足

鷲宮事業所に開発研究所新設

溶液重合工場の安全強化工事実施

ISO9001全社認証・リコーグリーン調達認証

環境管理部設置、粉体樹脂工場に

粉塵爆発抑制装置導入

ISO14001全社認証・佐野事業所に水系新工場

及び配送センター新設　

コーティング・ケア実施宣言

東京証券市場第1部に上場

ソニーグリーンパートナー認証

佐野事業所ごみゼロ達成　　　　

化学品管理委員会発足

鷲宮事業所ごみゼロ達成

OHSAS18001全社認証

営業成績と環境・製品・安全活動

連結〈売上高〉
単位百万円

単体〈事業別売上高比率〉 2005年3月

単体〈売上高〉
単位百万円

連結〈経常利益〉
単位百万円

単体〈経常利益〉
単位百万円

プラスチック
コーティング
33.9％

建築用コーティング
17.6％

電子材料
31％

機能性樹脂
9％

化成品
8.5％



ご挨拶

度重なる台風被害や中越地震、海外でもスマトラ沖地

震など大きな自然災害を経験した2004年度は、穏やか

な自然環境の永続がいかに貴重なことか、あらためて思

い知る１年でした。また京都議定書の発効や欧州を中

心とした有害化学物質規制、国内でもVOC規制が目前の

課題になり環境行政の面でも大きな動きがありました。

これらは企業に環境保全の質的変化を促すもので、社内

の環境配慮にとどまらず製品に関しては、ライフサイク

ル全般の精度ある環境適合が求められ、『環境配慮』から

『環境保証』の時代に入ったと考えています。

本年から環境・社会報告書に衣替えしましたが 、

CSR(企業の社会的責任)を身の丈にあった課題として

捉え、ステークホルダーへの責任を着実に果たしていく

ことは経営の基本でもあります。当社は基本中の基本と

して、クリーンな製品開発とその製品の提供を永続的に

お約束する操業安全を重点課題として取組んでまいり

ました。

また隠し事のないオープンで風通しの良い社風は当

社の特徴と考えていますが、社内ではよき地球市民とし

ての自覚と責任ある行動を求め、一方で変調を早期発見

する健康診断的な仕組み作りも今後の課題と考えてい

ます。絶えず「約束を必ず守る会社」を標榜し社会から信

頼される会社を目指します。

事業の性格から危険物を取り扱う当社の安全操業の

課題についてはOHSAS18001（国際的な安全衛生マ

ネジメントシステム）を導入し、2004年11月に認証を

取得しました。OHSAS18001は潜在的な危険を掘り

起こし重点的に対策を講じるシステムで、初年度は60

件を超える危険源の改善につながりました。

最近の重大事故は、業務実績の強調の前提に安全最優

先を現場に浸透させておく重要性を示唆しています。安

全最優先をルールとして確実に定着させることと、安全

に強い人作りが安全風土の醸成に欠かせません。従業員

の安全と供給保証の視点から引き続き制限を置かず必

要な施策を講じてまいります。

当期の事項としてとしては、要求品質を満たした無公

害性の高い水系の自動車用内装塗料を国内でもご採用

いただき実用化が進んだことがあります。この技術は基

礎研究から10年を経て完成したもので、北米、欧州の顧

客から使用が開始されその実績をもとに国内の展開が

開始されました。一方で製品の化学品管理については冒

頭の認識のもと、規制有害物質の全廃目標の達成と共に、

説明責任が果たせる充分な管理体制を構築するための

手を打っております。2005年度には総合的な化学品管

理システムを立ち上げます。



取締役社長

OHSAS18001の導入で品質・環境・安全衛生の三

つのグローバルスタンダードが揃いました。経営システ

ムとしての価値を最大限に発揮させるには「通常業務の

隅々にそれぞれの視点を根付かせ、仕事の質の改善に繋

げていく」ことが肝要と考えています。3本の矢をしっ

かり定着させていきます。

2004年度の課題としてはエネルギー使用量の増加

があります。エネルギーについては製品品質の高度化に

伴い製造プロセスの負荷や作業条件管理のための空調

負荷など、基盤的な要素の増加が今後も見込まれます。

細かな省エネ策の積み上げと共に、天然ガスへの燃料転

換やコージェネの導入など方向付けを明確にし、CO2排

出量の低減を図って参ります。

最後になりますが、当期の営業・財務実績は着実な成

長をとげ、国内はもとより国際市場においても各分野の

好調を持続できました。引き続き環境性能の高い製品開

発と確かな体制作りに取組んで参ります。尚一層のご支

援をお願い申し上げます。
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製品と社会との関わり
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環境性にすぐれた高品質な藤倉化成の製品が、様々な分野のニーズに応え、社会に貢献しています

藤倉化成の材料、塗料、粘・接着剤等は、自動車、建築、エレクトロニクス、ホビー、

日用品、印刷、医療などさまざまな分野で使われ、広く社会にいきわたっています。

それは、当社製品が高機能、高品質であるというだけでなく、社会や環境に対して

細心の配慮を払った成果がお客さまに高く評価していただいた証明にほかなりま

せん。今後も環境保全、労働安全衛生、企業の社会的責任をつねに念頭に置き、最先

端のエコ製品の開発に積極的に投資し、「お応えできる化学があります」を実践する

企業として地球的視野で事業を展開してまいります。

戸建の内外装塗料、エクステリア、
化粧品容器、ガラス製品、TV、
ビデオ、パソコン等家電

●建物内外装分野

●容器関連分野

●家電分野

●エクステリア分野

●住宅設備分野

パソコン、時計、デジカメ、ICカード
●通信機器分野

●表示体分野

●電子部品関連分野

●エレクトロルミネッセンス分野

●電磁シールド分野

糖尿病などの試薬や
医療材料・歯科材料

●メディカル材料分野

●医療用精密電子機器分野

●病院用内装分野

電子精密機器類、
内装品など

●電子機器分野

●通信機器分野

●表示体分野

●内装分野

エアバッグ、ハードインパネ、
ソフトインパネ、メータークラスター、
ハンドル、内装品、電子機器

●自動車内装分野

●電装部品分野

●車載用電子機器分野

ヘッドランプ、バンパー、ホイールキャップ、
リモコンキー、モール、サイドミラー、
ラジエーターグリル、リフレクター

●自動車外装分野

●水晶振動子分野
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現代の、そしてこれからの企業は、国内はもちろん国際的

視野で社会的責任を果たし、環境問題についても積極的に

取り組んでいく姿勢が求められます。当社は、品質につい

てISO9001、環境についてISO14001、そして労働安全

衛生についてOHSAS18001の認証を取得しました。こ

れは外部の視点で絶えず自らを見つめ直すことが、社会と

のより一層強固な信頼の輪を築く基本であるという当社の

姿勢です。藤倉化成は事務所、工場、研究所はもとより、製

品が使われる現場においても社員の創意と総意を結集した

安全でクリーンな事業を展開し、真の意味での社会貢献を

果たします。

パブリックスペース内外装
トンネル内強化材、
原子力発電所汚染防止材

●公共建造物分野

●交通施設分野

●原子力施設分野

●農業資材分野

オフィス用IT機器、
コピー機、プリンター、
接着剤、ステーショナリー

●トナー用樹脂分野

●荷電制御剤分野

●ＯＡ機器分野

●ステーショナリー分野

●粘・接着剤分野

●電子機器分野

●ビル内外装分野

●プリントメディア分野

携帯電話の内部機器と
外装コーティング

●通信機器分野

●携帯コーティング分野

●水晶振動子分野

ＣＤ、ＭＤ、
ＤＶＤプレイヤー

●通信機器分野

●家電分野

●装飾コーティング分野

プラスチックホビー、
自転車、ボート等

●ホビー分野

●スポーツ・レジャー用品分野



藤倉化成の経営理念と方針
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藤倉化成を応援してくれる皆様から『信頼される企業』であり続けるために

環境、社会に対して責任を果たすための経営方針

経 営 理 念

「高感度なコーティング材の創出を志向し、

地球と共に生きる」

経 営 方 針

「創造に最大の価値を置く」

環 境 理 念

私達は経営理念に基づき、

輝かしい地球を未来に継承するために環境保全に努め、

限りある資源を有効に活用し、社会の発展に貢献する。

環 境 方 針（抜粋）平成1２年8月1日

〇全ての事業活動の及ぼす環境影響を最小化するため、

目的・目標を設定し、継続的な改善を推進する。

〇法規制、及び約束した要求事項を遵守する。

〇環境保全の重要性の理解と意識の向上を全社員に浸透

させ、全員参画による環境保全に取組む。

コ－ティング・ケア実施宣言
(日本塗料工業会CCプログラム)

4本の柱
〇情報公開と企業責任

〇パートナーシップ

〇エコ製品開発

〇環境・安全･健康への

継続的改善

サステナブル経営の確立

環境・社会・経済の同軸化

当社は日本経団連の『企業行動憲章』に賛同し、2003年度

に『私達が果たすべき責任』の視点で社会･環境経営リスク評

価を行い、改善の優先度を決めて取組んできました。

2005年度からスタートする新中期経営計画年度では、グロ

ーバルスタンダードを考慮しつつ、当社に見合うCSRマネ

ジメントサイクルを構築し、より説明責任が果たせるよう、

また企業文化として根付くよう推進していきます。

ますます、社会の変化率は大きくなり企業への期待や要請は

多様化し高度化しています。当社はこのような社会の変化や

期待をしっかりと受け止め、より質の高い経営を目指して一

歩一歩着実に前進していきます。経済と社会・環境との調和

を図り、自らの責任や約束は確実に果たしていく、これが『信

頼される企業』への唯一の道筋であると考えています。

社会から『信頼される企業』であり続ける

環境・社会・経済の調和と成長に貢献できる

キラキラと存在感のある企業を目指し、全て

のステークホルダーの期待に応える。

お応えできる
化学があります

製品の社会貢献

環境･CSR

対応型製品開発

マネジメントシステム構築

ISO9001（品質）

ISO14001（環境）

OHSAS18001（安全衛生）

経営管理システム製品力・技術力

『CSRの評価項目』

1. 経済的価値の創出と還元

2. 環境対応の責任

3. 雇用・人権への配慮

4. 安全で働きやすい労働環境

5. 地域・社会への貢献

6. 法規・約束の遵守

7. 内部管理体制の確立

基本姿勢

〇情報公開と説明責任

〇パートナーシップ　

〇公正・透明性　

〇他者への配慮

〇人を育てる

CSR（Corporate Social Responsibility）の推進

サステナブル経営方針



環境・社会行動指針
藤倉化成株式会社

●全社員は自ら自発的に環境負荷の低減に努め、内外の

環境改善活動に積極的に参画する。

●全社員は（国内外を問わず赴任地の）法令や社会の規範

を遵守し、良き市民としての自らの行動に責任を持つ。

●全社員は利己に走らず、他者との対話を通じ創造的な

パートナーシップの共有に努める。

●全社員はコーティング・ケアの基本精神に基づき、

「全ての人の安全と健康」のため、安全で快適な職場と

人に優しい製品作りを優先する。

≪製品の環境・社会適応度≫

1. 安心してお使いいただける製品の提供

化学物質管理体制の整備と強化

環境対応型製品の開発と拡販

≪ゆるぎない安全操業体制≫

2. 安心して取り引きいただける工場

OHSAS18001の導入

環境・安全衛生設備投資

08

CSRへの取組み方針

安全･安心が約束できる製品と、これを提供できる安全操業が、社会に果たすべき当社の最も重要な責任と考えています。

第一ラウンドは、あたりまえではありますが基本からスタートしてきました。

第一ラウンド（2002～2004年度）のCSRの取組み 環境・社会行動指針

P11～12

P19～21

P23～26

P13

1. 第一ラウンド施策の確実な定着と浸透

2. グローバルスタンダードを考慮した
より説明責任の高いCSR管理の構築

第二ラウンド（2005～2007年度）の取組み



2004年度活動実績と2005年度の取組み
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2004年度の環境目標と実績

中期計画(2004年度目標) 2004年度目標（年初） 2004年度 結果 掲載頁

1)

製品の安全性に

配慮する

重点管理8物質の使用を80％削減する

（1997年度比）

低ＶＯＣ・水系化を推進する

溶剤原単位10％減（2001年度比）

安全化設計開発の実績評価の方法を確立する

・8物質を97年度比80％削減

（24.9t以下）

・67％の削減（40.8t）

・六価クロム全廃、鉛の全廃に目処
12

・溶剤原単位5％低減（2001年度比） ・16％低減（中計目標を達成） ー

14

・エコ製品開発の環境貢献量把握 ・貢献量の把握は浸透 19

2）

省エネ活動を

推進する

18％低減する

（1997年度比）（26.9ｔ/億円）

炭酸ガス排出量原単位を

長期エネルギー計画を策定

社有車のエコカー導入率を30％以上とする

・ 炭酸ガス排出量原単位18%低減　　

（26.9ｔ/億円以下）

・11.4％の低減に留まる

前年比2.8％増(29.0ｔ/億円)

プロセス温調等の負荷増

14

・省エネ具体策10件抽出 ・ 8件 ー

・エコカー導入率40％以上 ・導入率50.0％

3）

省資源に

配慮する

35％低減する

（1998年度比）

9.55t／億円を6.21t/億円へ

3年間で600ｔ

達成する

出荷額当たり廃棄物排出量を

新製品開発の省資源貢献量を

製品収量ロスの10％改善（1999年度比）

事務用紙使用量を5％削減（2002年度比）

・廃棄物排出原単位を35％低減

（6.21t/億円）

・ 31.2％低減

（6.57t/億円）
15

・新規開発品・省資源量200t以上 ・新規開発品・省資源量190t 19

・製品収量ロス17％改善

（1999年度の収量ロス対比）

・7.5％の改善に留まる

（新製品の収率改善の遅れ）
15

4）

再資源化を

推進する

100％

佐野：2002年度達成　

全社廃棄物再資源化率

全社へのごみゼロ展開

全社埋立て廃棄物量20t以内

・全社再資源化率100％に挑戦 ・全社平均99.2％ 15

・鷲宮に続き名古屋ゴミゼロ展開 ・名古屋再資源化率88％ ー

・水使用量91.4千ｍ3以内

（2001年実績以内）

・151.0千ｍ3

（品種構成変化と冷却水増）
16

・全社最終埋立て処分量6t以内 ・6.0t（前年6.4ｔ） 15

6）

有益な環境

影響へ配慮する

42％以上へ伸ばす

・環境配慮型製品の販売構成比

42％以上
・42.4％で目標達成

27・地域社会貢献策の実施 ・消火体験会など実施

ー
・環境物質調査・監査へ

積極的に対応

ー

・顧客、仕入れ先との

パートナーシップ推進

7)

環境保全体制の

質的向上

（ホームページ充実）

安全と健康

コーティング・ケア

OHSAS18001の取得と改善活動による

リスク低減

環境配慮型商品の全商品販売構成比を

排ガス規制と輸送段階の配慮

グリーン調達の推進

エコツアーの受入態勢の整備

環境報告書の発行

環境会計のための効率的情報収集

関係会社の環境保全支援

環境・安全教育の質の向上

作業環境の継続的改善

・情報公開とコミュニケーションの推進
・『環境報告書2004』発行

・取組みの外部発表

ー・関係会社との連携強化 ・パフォーマンス情報の拡大

11

・OHSAS18001の認証取得 ・OHSAS18001認証（全社）取得 24

･有意リスクを持つ危険源の改善

（リスク低減）

・64件の改善を実施

・リスクポイント57％低減
24

5)

汚染防止活動を

推進する

（重点5項目）

排水・騒音・臭気・土壌汚染・試薬類の管理

潜在汚染リスクの根絶

防災体制の一層の強化を図る

（リスクアセスの実施とモニターの強化）

・PRTR排出量原単位6％低減

（2001年度比）

・排出量原単位01年度比8.9％低減

・名古屋で集塵排気施設
16

・佐野工場排水水質対策の推進
・規制値超過1回あり（24回中、下期ゼロ）

原因排除の恒久策は2005年度継続
16

19

行

動

目

標

≪評価欄の判定基準≫年初目標に対して　○：目標を達成　△：目標達成率50％以上　×：目標達成率50％未満　

・事務用紙使用量2003年度以内 ・0.7％低減(2003年度比) ー

・環境会計の有効利用 ・環境会計研修会実施

・化学物質管理体制強化
・蛍光X線、化学品管理総合システム

の導入

ー

評価

△

○

○

○

×

△

△

○

△

○

△

×

○

○

○

○

○

〇

○

○

〇

△

△

○

○

環境対策に関する昨年度の取り組みと今年度の目標
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2005年度目標

有害化学物質管理（グリーンプロダクツの提供）

1）鉛化合物使用・製品を全廃する：2005年上期中

【欧州規制禁止6物質フリーの達成】

2）化学物質管理システムを立ち上げ運用を開始する

安全操業体制（OHSAS18001認証から安全管理の質的向上へ）

1）見落とした危険源がないか総点検する

2）放置できない危険を特定し対策を確実に実施する（60件以上の対策実施）

3）安全対策集（安全指針）を作成し継承する

4）活きた安全衛生教育を実践する

エコ製品開発と提供

1）エコ製品比率46％以上とする

2）市場が求めるエコ製品開発を推進する

（省エネ・省資源・有害物レス・低VOC化）

3）新規開発エコ製品の環境貢献量の把握と環境会計を普及する

省エネ

1）CO2排出量原単位97年度比16％低減

2）改善型省エネ策の10件以上の実施（維持・啓蒙型テーマを除く）

廃棄物対策（再資源化の質向上と排出量低減）

1）再資源化率99％以上の維持（全社平均）

2）排出量の減量化（全社合計1200トン以下）

3）埋立て処分量（全社合計6トン以下）

4）製品PP容器の回収とマテリアルリサイクル推進

CSRの取組み（製品安全と操業安全以外の）

1）従業員メンタルヘルスケアの取組み

2）グリーン行動集（環境・安全・社会への配慮）を作成し配布する

3）関係会社との環境・安全・社会性、管理指針の共有化を図る

その他「サステナブル経営に重要な風土作り」を推進していきます。

情報開示とコミュニケーション
本年度より環境・社会報告書に改訂。環境・安全に加えCSR活動の情報を積極的に開示していきます。

開かれた企業、オープンな社風を大切にしていきます。

パートナーシップ
あらゆる利害関係者との対話と理解、課題共有など創造的な関係作りを積極的に推進します。

ISOシステムの発展的定着
「ISOシステムを日常業務に根付かせ、仕事の質の改善に繋げる」の年度方針に沿い、環境改善の取組み方については

さらに質的向上を、内部監査は「経営寄与監査」への移行などを推進していきます。

●製品安全のアカウンタビリティ確立

●化学物質管理体制確立

★★★

●完全無災害の達成

●予防型操業安全体制の定着

●OHSAS18001の発展的定着

★★★

●エコ製品比率50％以上

●溶剤原単位2001年度比20％削減

●エコ共同開発の活発化

●エコ製品環境会計の定着

★★★

●CO2排出量原単位20％（1997年比）

低減、2010年度30％低減

●コージェネの導入、ガス燃料化

●輸送段階の省エネ推進

★★

●廃棄物排出量800トン以下

2010年度600トン以下

●マテリアルリサイクル率75％以上

●最終埋立て処分量4トン以下

★★★

●CSRの管理評価指標を設定し

説明責任のある管理体制を構築

●連結CSR経営を推進、確立する

●キラキラした会社、生き生きした社員

●環境・CSRツアーの受け入れ

★★
（注）★★★はトップレベルのゴールをイメージしています。
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化学物質の管理

【組織体制】

化学物質をより安全に、確実に管理するために

＊蛍光X線測定装置
X線の照射特性を利用し鉛・カドミ等有害
金属類の主に定性的分析の装置

化学物質管理

物の構成要素である化学物質は形や姿が見えず、不純物レベルの管理は、既存の管

理体制ではカバーが難しくなっています。当社は1994年に独自の『化学物質管理

ガイドライン』を制定し、主に国内法への確実な適合を図ってきましたが、2003年

度にELV,RoHSなどの欧州規制、市場のグローバル化を睨み、輸出国法規の対応を

含め、アカウンタビリティのある化学品管理体制の強化を最優先で進めることを決

めました。製品の安全性は配慮から適合保証の時代に入っており、サプライチェー

ンの中核にある当社では、経営の存続をも左右する重大リスクです。

化学品管理システムの導入と運用

化学物質管理の各種法規制強化、グリーン調達の進展、EUにおけるRoHS指令など原材料及び製品の化学物質の適正管

理に求められる水準が著しく高度化してきた。顧客からの信頼性向上要求に応え、化学品管理関連法規制を完全に遵守

するために化学物質管理体制の強化が必要である。2005年度下期にはいよいよシステムを立ち上げ運用を開始する。

毎月開催される化学品管理推進会議

評価分析課の蛍光X線測定

化学品管理推進会議リーダー

海外部長　茂木雅充

【化学品管理の強化方針】

1. 当社製品のRoHS、ELV規制、及び関連顧客基準への適合、

並びに輸出国法規への適合を確実にする。

2. 一歩先を行く説明責任のある管理体制を構築し社会や顧客の信頼に応える。

3. 調達原材料を含む当社製品中の有害化学物質を実測できる体制を強化する。



当社では環境方針を受け7つの行動目標を定めています。そ

の一つに『製品の安全性に配慮する』があり、人の健康と生

態系への影響が危惧される8物質を重点物質として定め、自

主的に削減に取組んでいます。

・2004年度は40.8ｔで前年比1.6ｔ（3.8％）の削減に

止まりました。

・六価クロム化合物は2004年12月、計画通り全廃しました。

鉛化合物は前年比で半減、また2004年度で全廃の目処が

立ち2005年度から使用量ゼロベースの見通しです。

12

有害化学物質の削減

ＲoＨＳ規制6物質フリーへ大きく前進！

重点8物資の削減状況

重点削減8物質 取扱量（kg） 懸念有害性

セロソルブ類（3品）

六価クロム化合物

結晶性シリカ

フェニルグリシジルエーテル

アクリルアミド

鉛化合物

計

39,771 

325

484

102

26

107

40,831

生殖毒性

発ガン性等

発ガン性

発ガン性

慢性健康障害

慢性健康障害

2004年度重点削減物質の取扱い量

2004年度の取組み結果（脱鉛・脱六価クロム、化学品管理体制の強化）

重点削減8物質の取扱い量推移
（単位ｔ）

『環境報告書2004』で公開しました当社のＲoＨＳ規制有害物の全廃計画、及び有害化学物質の管理体制の整備については

次表のように進展することができました。特定の用途分野のお客様向けに一部の鉛化合物含有製品が残りましたが、これらは

2005年9月までに完全に全廃する予定です。

目的 有害物含有製品 全廃時期（目標） 達成状況 良否

RoHS規制対応

Rインクの脱鉛 2004年度中
脱鉛製品で代替

（一部分野向け2005年上期中全廃）
△

特殊品の無鉛ガラス化 2004年9月
脱鉛製品で代替

（一部分野向け2005年上期中全廃）
△

自主規制

ドライヤーの鉛代替 2004年12月 2004年10月全廃 ○
六価クロム含有製品 2004年12月 2004年12月全廃 ○
難分解物質生成Rの全廃 2004年12月 2004年6月全廃 ○

主要施策

有害物の測定体制整備 2004年度中
前年のICPに続き蛍光Ｘ線

測定装置を導入
○

有害物情報データベース化 2004年度中着手
化学品管理システムを導入。

2005年度運用開始へ
○
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環境・安全衛生設備投資

工場、研究所、現場で働く人の安全と衛生を守るために

環境・安全衛生への設備投資

2004年度の環境関連設備投資は、

ほぼ前年並みの142.8百万円、安全衛

生関連投資は24％増の65.7百万円

となりました。

また環境・安全衛生投資が総投資に

占める比率は毎年増加し2004年度

は29％となりました。

なお前中計年度(2002～2004年度)

の環境投資の総額は369.1百万円、

安全衛生投資の総額は144.3

百万円

で、総投資の約24％でした。

環境関連

安全・衛生関連

環境・安全衛生合計

総投資額

公害防止

地球環境保全

資源循環

研究開発

その他

環境合計

2002年度

金額

19.0 

20.8 

8.3 

32.1 

ー

80.2 

25.7 

105.9

623.5

23.7 

26.0 

10.3 

40.0 

ー

100.0 

（17）

％ 金額

69.5 

5.6 

1.0 

70.0 

ー

146.1

52.9 

199.0

830.1

47.6 

3.8 

0.7 

47.9 

ー

100.0 

（24）

％ 金額

64.9 

32.5 

3.1 

42.3 

ー

142.8

65.7 

208.5

718.1

45.4 

22.8 

2.2 

29.6 

ー

100.0 

（29）

％ 金額

153.4 

58.9 

12.4 

144.4 

ー

369.1

144.3 

513.4

2,171.7 

41.6 

16.0

3.4 

39.1 

ー

100.0 

（23.6）

％

2003年度 2004年度 02～04合計

環境・安全衛生関係の設備投資 単位（百万円）

●2004年度設備投資パターンから

・特に安全衛生投資では100％安全衛

生目的の投資は少なく（32％）、他の

目的との複合型の投資が大半を占め

ました。

・あらゆる設備投資は計画段階でリス

ク評価をしっかり行い、安全衛生対策

を織り込む事が重要なことがわかり

ます。

●主要環境・安全衛生投資の内容

2004年度の投資件数は環境関連で32件、安全衛生関連で28件でした。

主な投資案件は次のようなものです。

継続し配管ラインとラック更新の残工事＊ 56百万円　

化学物質管理システムの導入（化学物質データベース） 60百万円

蛍光Ｘ線測定装置の導入 7百万円

＊ 環境投資としての按分金額

環境・安全設備投資の推移 環境・安全設備投資の内訳（2002～2004年度）

環境（公害）
31％安全衛生

28％

環境（開発）
28％

環境（地環）
11％

環境（資源）
2％

注：（ ）は総投資に占める環境・安全衛生投資の％
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事業活動とパフォーマンス

日ごろから続けている環境を守るための取り組み

環境保全への投資と温暖化防止策

リスク回避プロジェクトの環境会計

温暖化防止対策

化学物質管理体制の強化プロジェクト
≪対象期間≫2003年4月～2005年3月（整備強化期間）、効果算定は向う10年を想定し、偶発、及び見なし効果を中心に実施

≪対象範囲≫藤倉化成の製品化学品管理　

≪事故の仮定≫塗料1,000Kgを用いた汎用電子製品10万台が欧州規制（RoHS）に不適合で回収する事故を仮定

（注：ケーススタディとして仮定したもので当社塗料は万全の管理の下に出荷しています）

1本会計はリスク回避プロジェクトへの適用です。見なし・偶発効果は多くの推測を含み事実の信頼性を追求したものではありません。

2年間費用（23百万円）に対する直接経済効果は外部測定費の削減（5百万円）ですが、偶発的事故回避の直接効果は2,400百万円、

間接的な見なし効果を含めると4,900百万円の可能性があると評価されます。

●事業所の省エネ活動と実績

鷲宮事業所では省エネワーキンググループがエリア別の管

理を徹底し、開発試験機器や人員の大幅増強を吸収し前年実

績を下回るエリアもありましたが、全社のCO2排出量は

5346tと前年比560t（11.7％）の大幅な増加で、出荷額の

伸び（10.9％）をも上回りました。原因は製品品質の高度化

に伴う新たな製造プロセスの追加や製品･加工条件の温度管

理を厳密化したことによります。今後も製品品質の向上や作

業環境改善など基礎的エネルギー需要は増加が予測されま

す。省エネ活動の進め方を見直し、省エネ設備の本格的導入

とターゲットを明確にした精度ある省エネ改善の推進を強

力に進めます。

●2005年度の計画

・佐野事業所の燃料転換（天然ガスの導入、さらに、2007年内のコージェネの導入に繋げる）

・省エネ取組みの具体化 ---- 省エネ法改正で2006年度第2種エネルギー管理工場へ（佐野事業所）

・製品輸送段階のt・Kmの把握 ---- 可能なルートから把握する

●エネルギー使用計画（エコビジョン2010）

12010年度のCO2排出見通し：6760t

22010年度の目標：5560t以下（削減量1200t）

原単位は30％低減（1997年比）

3主な施策

・燃料代替・コージェネ導入・省エネ機器転換

・第3工場エコプラント構想の推進

・自然エネルギーの部分導入

●社有車のエコカーへの転換

＊1 この種の損害保険はありませんが一般的な製品事故保険料、および製品事故引当金の例を参考にあくまで仮定としておきました。

＊2 汎用電子製品への塗料使用量：10g/1台、汎用電子製品の単価：22千円/１台と仮定しました。

＊3 汎用電子製品の製造及び廃棄段階の炭酸ガス排出量：10.kg/1台としました（メーカーのLCA開示情報などを参考にして推定）

2007年度にはエコカー導入率100％を目標にしています

投資（百万円） 費用（百万円） 経済効果（百万円／年） 見なし・偶発効果（百万円） 社会物量効果

内訳 内訳 内訳 内訳 内訳

ICPの導入

XPFの導入
蛍光X線

管理システム
の導入

合計

26

7

60

93

償却税保険

社内測定費
（人件費他）

システムの
維持管理費

合計

9

6

8

23

外部測定費の削減

製品事故保険料
＊1

信頼性向上効果
（顧客･市場）

合計

5

22

―

27

回収経費の
発生防止

製品補償の
発生防止＊2

原因調査・事後
対応費の発生防止

中長期的利益の
逸失防止

合計

100

2,200

100

2,500

4,900

廃棄製品
(製品・包装)

輸送燃料

炭酸ガス排出量
＊3

合計

60t

―

1,000ｔ

エコカー
（☆3） 他 計 エコ比率

（％） 備考

03年度 3 15 18 17

04年度 9 9 18 50 6台エコカー採用

05年度予定 14 4 18 78 5台エコカーへ計画
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事業活動とパフォーマンス

廃棄物と資源リサイクル

廃棄物の管理と削減

各サイトの活動

佐野事業所では廃棄物計量システムを採用し職場から発生

する廃棄物の削減に努めています。また鷲宮事業所では数社

からの視察を受け、分別・保管管理を紹介しました。名古屋

営業所でも、使用済み紙コップ１個でも必ず紙に戻す、きめ

細かな分別リサイクルを徹底しています。

再資源化の質にこだわることと減量化が次の課題

【改善事例】

処理委託先との連携

廃棄物管理については排出事業者の責任として排出した廃

棄物が適切に処理されていることを確認する必要がありま

す。一方、分別の徹底による有効利用先の選定を進めると遠

隔地を含む処理委託先がどうしても増えることになります。

そこで当社では独自の基準を設け委託先の信頼度に応じて

毎年～3年の期間で処理状況を調査することにし、2004年

度はこの運用を軌道に載せることができました。なお独自の

チェックリストを用いた現地視察では、できるだけ新人の同

行（教育）や排出者として自らの要改善点を見つけることも

チェック項目にしています。

製品収率の向上は最も質の高い環境テーマ

塗料や樹脂製品を生産する当社では原料投入量当たりの仕上がり製品量（収率）が

コスト・環境面から重要な管理点です。原料の揮発はVOCによる作業環境の悪化

に、最終的には大気汚染につながります。当社では工程収率向上に取組み、すでに

億円単位の成果を上げています。工程収率改善活動をさらに前進させ、今後は営

業収率（滞留廃棄製品の極小化）や客先の塗布ロス（社会的収率）も視野に入れた

活動を検討していきます。

なお2004年度は、品種構成の変化と新製品の収率低下などで、目標（ロス分の

17％改善）に対し、実績は7.5％の改善に終わりました。

水系塗料容器（ポリプロピレン製）のリサイクル

当社はお客様（全国各地の塗装現場）と容器メーカー様との間で使用済み容器のリ

サイクルシステムを構築し年間約200ｔのＰＰ容器の回収リサイクルを進めてき

ました。ただし回収品は品質上の問題から容器に戻すことは困難で他用途へのリ

サイクルとなっていました。容器メーカー様の協力を得て検討を進めた結果、自社

容器へのクローズドリサイクルが05年度より実現する見通しです。

省資源・リサイクルの促進

2004年度パフォーマンス
（ ）は2003年度

1廃棄物排出量：1,210t（1,188t）

2出荷額原単位：6.57t／億円（7.01t／億円）

3再資源化率：99.2％（99.0％）
＊サーマルリサイクル含む

4最終埋立処分量：6.0t（6.4t）

廃塗料が有価物に！

この結果、年間10t近

い廃棄物の有価物化が

可能となりました。

PPリサイクル容器を使う水系塗料の充填ライン

P28参照

従来廃棄物として処理していた廃塗料

の成分を吟味し、分別を進めた結果、

混合燃料用の原料として使っていただ

けるようになりました。（佐野事業所）
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汚染防止活動

大気汚染防止法の改正により、VOC規制の法整備が進めら

れています。当社では規制対象施設への該当いかんにかかわ

らず、VOC排出の削減に自主的に取組むこととしています。

2004年度末に各事業所のVOC排出実態を明らかにするた

め、VOC測定装置を導入しました。一方VOC対策の基本方

針を以下のように定め、環境・社会的責任とコストとの両立

を図って行くことにしています。

【ＶＯＣ対策の基本方針】

1）発生源のクローズド化を最優先する

2）局所排気量最適化に繋げる

3）必要な回収を効率よく行う

【コンセプト】

工場のＶＯＣ対策

公共下水道放流の佐野事業所の工場排水は、きめ細かな対策

を講じましたが2004年度上半期に規制値（BOD300ppm）

超過が1回検出されました（24回の測定監視）。引き続き排

水処理設備の性能向上策や源流対策の精度を向上させる施

策を継続しています。鷲宮事業所の排水は規制値をクリヤー

しています。

排水水質

当社の保有敷地は佐野事業所で3区分、鷲宮事業所、名古屋

営業所を加えて5つの敷地区分があります。

佐野事業所第三工場は取得時に一部敷地の汚染が判明しす

でに除害処置を完了済みです。また本工場は自社内の地下水

を定期的に監視して異常のないことを確認しています。土地

履歴（取得時の地目、有害物の取扱履歴）及び土地周辺の利

用状況を勘案し汚染リスクを評価しています。引き続き汚染

の原因を持ち込まないことが肝要と考えています。

土壌汚染対策

佐野事業所の地下水の使用量は2003年度の89.0千ｍ3か

ら119.0千ｍ3に増加いたしました。これは水使用負荷の大

きい製品の生産が増加したためと、冷却用水の増加によるも

のです。2005年度は約9千m3の低減を目標に、純水製造方

式の変更で不要水の有効利用を促進、及び冷却水温度管理の

精度向上策などを計画しています。

地盤沈下：水資源使用量

騒音・悪臭など近隣への感覚公害については、管理と監視を

継続していきます。また周辺環境の変化と施設装置の新設・

改造時は環境影響アセスメントによって的確にリスクを評

価して負荷の低減を図ります。

騒音･その他

排出量

取扱量

04年度

15.9t

6,699t

03年度

15.6t

6,209t

排出比率 0.23％ 0.25％

出荷額当り

排出量原単位

86.2kg

／億円

91.8kg

／億円

PRTR大気排出量

排気口濃度の自主測定

発生源対策 局所排気装置の最適化 VOC効率回収

装置の密閉化
作業環境濃度1/2化

ダウンサイズと高濃度化
ブロワ－電力1/2化

VOC排出量1/5化
製品収量ロス1/2化

P29参照



住所：東京都港区

（商業地域）

従業員数：47名

社内外注者数：3名

事業所とマテリアルフロー・包装容器の省資源

17

事業所とマテリアルフロー

営業部門はエコ製品の拡販に、資材はグリーン調達を積

極的に推進しています。

また、社員はテナントとして、黒龍芝公園ビルが進める

省エネ、廃棄物対策の牽引役を果たしています。

＊製品にはシンナー等の外部調達製品を含みます。

住所：栃木県佐野市

（工業専用地域）

従業員数：122名

社内外注者数：36名

住所：埼玉県北葛飾郡鷲宮町

（工業専用地域）

従業員数：127名

社内外注者数：8名

住所：愛知県東海市

（準工業地域）

従業員数：17名

社内外注者数：18名

佐野事業所

鷲宮事業所（研究所含）

名古屋営業所

本社事務所

各事業所における資源を大切にするための取り組み
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廃棄物レス資材調達＊への取組み（佐野事業所）

容器別原材料調達量

容器 容器重量

石油缶 26,938

紙袋 13,934

段ボール 11,501

ポリ缶 11,463

ガラス瓶 175

Ｆ／Ｄ 1,615

フレコン 2,982

鉄ドラム 496,344

プラパレ 3,825

プラ箱 8,128

合計 576,905

石油缶 379,697 

紙袋 995,250 

段ボール 418,217 

Ｆ／Ｄ 19,700 

ポリ缶 151,960 

ガラス瓶 398 

鉄ドラム 3,930,503 

フレコン 548,920 

コンテナ 470,000 

ローリー 9,711,702 

総 計 16,626,347 

容器別資材調達量（2004年度）

原材料容器重量（2004年度）

石油缶：2％

資材調達量当たり容器重量率

（576,905÷16,626,347）×100

＝3.47％

100kgの資材調達に使用する

容器は3.47kg

＊廃棄物レス資材調達とは容器を使わない資

材調達でタンクローリー、コンテナ類、リユー

ス型フレコン（トランスパック）による調達を

言い、取扱い性も良く環境・経済性・安全衛生

面全てに優れる調達です。

2004年度は64.5％となりました。

2003年度の67.3％より低下しましたが、ブレーキ液の生産撤退と、石化原料の

逼迫によるドラム品購入などの一時避難的要因がありました。

当社では使用済み原料容器は約100％再資源化しています。

ですが、それで充分とは考えていません。再資源化時には必ずエネルギーを

使用します。CO2の排出もあります。

当社は従来から容器包装の軽装化を図ってきましたが、なお年間577tの容

器を使用しています。これは10t車58台分に相当します。容器レス資材調達

は容器包装自体の省資源に留まらず、輸送コストや燃料の消費、CO2や大気

汚染物質の排出など、環境負荷の軽減に大きな意味を持っています。

廃棄物レス資材調達（容器を使わない）がべストと考え推進していますが、

限界もあります。次善の環境対策は容器包装の軽量化です。納入業者様との

連携で、この考え方を引き続き推進していきます。

廃棄物レス資材調達量

紙袋：6％

段ボール：3％

鉄ドラム：24％

フレコン：3％

コンテナ：3％

ローリー：58％

Ｆ／Ｄ：0％

ポリ缶：1％

ガラス瓶：0％

包装容器の軽量化
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環境配慮製品と事業部門のエコ製品活動

省エネ製品設計
C1：最終使用段階の省エネ化

省エネ・省工程設計
C2：客先工程の省エネ・省工程

省エネ生産
C3：省エネ型生産の製品（自社）

ロングライフ
B1：長寿命・高耐久化
従来比5年以上の長寿命化

薄膜・高性能
B2：薄膜高性能化
従来比10％以上の薄膜化

リサイクル化
B3：客先製品のリサイクル化促進
PP・PE素材化向け製品　

マイクロ化
B4：客先製品の小型･高機能化促進
小型･高機能の鍵となる当社製品

非溶剤
A1：水系化、UV硬化
水系製品・紫外線硬化の製品

低VOC
A2：省溶剤、ハイソリッド化
従来比溶剤5％以上削減した製品

脱有害物
A3：脱有害物化
重金属フリー・有害物フリー製品
PRTR対象物フリーの塗料・他

健康促進
A4：医療用の試薬

エコ区分

／

基準

エコ製品の開発による環境貢献量の算定

製品群

○環境対応型トナー樹脂

・アクリベース

○低照射硬化ＵＶ

・ドータイト

○ハイソリッドコーティング材

○1コート仕上げ材

○多彩仕上げ塗料

・セラミトーンマルチ

〇無機系撥水塗料

・シナジオ

○高耐久化塗料製品

・建築用15年耐久仕上げ材

○薄膜高機能コーティング材

・自動車、携帯電話用

○プライマーレス

自動車外装用仕上げ材

・レクラックPB01／3000

○部品小型化対応製品

・ドータイト

○容器リサイクル製品

・建築用各種塗料

〇水系塗料製品

・自動車内装用水系コーティング材

○ハイソリッド型コーティング材

○紫外線硬化型コーティング材

・フジハード

○環境汚染防止製品

・フジリット(残塗料･排水処理剤)

○メタルフリー電荷制御樹脂

・FCA―シリーズ製品

○低臭･ノンホルマリン塗料

○鉛ハンダ代替導電接着剤

○ハロゲンフリー絶縁材料

・ドータイト

A：安全性
人の健康と自然環境を守る製品

B：省資源
資源を有効に活用した製品

C：省エネ
省エネルギーに貢献する製品

人の健康と地球環境の保全に貢献する藤倉化成の製品群

2004年度は新たに28のエコ製品が開発されました。これらの新規エコ製品の環境貢献量を試算しました。

データは2004年度の販売実績を中心に、一部販売開始後1年間の通年期待値を含みます。

藤倉化成が開発した安全性・省資源・省エネを考えたエコ製品群をご紹介します

≪製品安全化≫ 12製品

○ 自社製品の溶剤削減量＝17.5トン

○ 客先使用時の溶剤削減量＝24.1トン

○ ランク1の有害化学物質削減量＝410kg
＊禁止物質（各種規制で閾値のある物質）

○ ランク2の有害化学物質削減量＝600Kg
＊削減物質（当社の自主削減物質）

≪省資源・省エネ化≫ 16製品

○ 自社製品の省資源化量＝32.3トン

○ 客先製品の省資源化量＝157.5トン

〇 使用段階（下流）の省エネ貢献量＝電力940kwh

〇 製造段階（自社）の省エネ貢献量＝電力1,360kwh

＝燃料1.1kl

エコ製品の販売

2004年度のエコ製品の販売比率は目標42％を達成し、42.4％（販売額78.1億円）、前年比2.0％増加しました。

2005年度は46％（販売額90.2億円）の大幅な拡販目標に挑戦します。

当社のエコ製品群は「安全性」「省資源」「省エネ」と3つに分類され、さらに11の区分からなります。それぞれの製品はそれぞ

れの基準を満たす環境対応技術に裏付けされた製品です。これらの一部をご紹介します。

藤倉化成のエコ製品



20

注）＊1  開発人件費は実用化段階の開発工数を算出した。

注）＊2  溶剤削減に伴う調達時と製品輸送時の軽油削減量（省エネルギーセンター発表／貨物自動車のエネルギー消費原単位、を参考に輸送距離を勘案し算出）

注）＊3  売上高は旧来品の販売を継続した場合と比較した売上額の増分を示す。

エコ製品の環境会計

設備投資額
（百万円）

内訳

研究設備

生産設備

合計

5

50

55

費用
（百万円）

内訳

研究開発
人件費＊1

補助材料費

変更に要した
費用

合計

50

3

2

55

物量効果（社内）

内訳

原料削減
（溶剤）

容器（石油缶）
の削減

エネルギーの
削減＊2

550t

38t

軽油
28KL

ー

経済効果
（百万円）

内訳

原料費増

溶剤購入費の
低減

売上高＊3

(増分)

合計

▲198

55

367

231

顧客先の効果

内訳

工場VOC規制
対策費軽減

車室VOC規制

PRTR対象物質
取扱い量削減

ー

適合
支援

1,171t

ー

顧客先のコスト

内訳

設備新設
増強

VOC回収
設備

在庫費用低減

ー

ー

ー

輸送費 7 シンナー削減 989t
シンナー
購入費減

ー

ー

設備投資額
（百万円）

内訳

研究設備

生産設備

合計

0

0

0

費用
（百万円）

内訳

研究開発費
（人件費）

（補助材料費）

変更に要した
費用

合計

12

2

0

14

物量効果（社内）

内訳

原料削減

容器包装の
削減

生産用電力
（KWH）

40t

2t

1,700

経済効果（社内）
（百万円）

内訳

原材料費の
低減

売り上げの
増加

在庫・輸送
コスト減

合計

0単価増
使用量減

0単価増
販売量減

1

0

関係会社
改修施工時の効果

内訳

材料費の低減

塗装工数
削減＊2

工期短縮

0

約3,200

ー

顧客先の効果

内訳

改修コスト
の低減

改修品質の
向上

0

ー

エネルギー
削減＊1

軽油
1.7KL

自動車内装用水系塗料

≪対象期間≫　開発期間：2003年4月～2004年7月（アプリケーション技術開発）販売期間：2004年～20006年（見通し）

≪対象範囲≫　塗料1,100t、適用自動車台数：270万台（推定参考値）

自動車内装用塗料の水系化は車室VOC自主規制の動きもあり国内を含め実用化の段階に入りました。水系化基礎開発を受けて推進したこ

こ2年の実用化技術開発を対象としました。前提として向う3ヵ年の販売量を1,100tとおき比較対照品は当社の溶剤系塗料としました。

系の変更に伴う顧客先のコスト変化にはVOC回収設備費・費用、排水処理装置費・費用、危険物在庫費用、など大きな変化点が在りますが、

個々の顧客先条件で異なるので算定は省略しました。この製品により1,500ｔを超えるVOCが削減でき、環境保全に貢献できます。

注）＊1  塗料の減量に伴う原料調達時と製品輸送時の軽油削減量（省エネルギーセンター発表／貨物自動車のエネルギー消費原単位、を参考に輸送距離を勘案し算出）

注）＊2  1棟あたり2工数の削減と仮定しました

省資源型、住宅外壁用目止め塗料

≪対象期間≫　開発期間：2004年4月～2005年1月　販売期間：2005年～2007年度（見通し）

≪対象範囲≫　外壁用目止め塗料160t 住宅改修1,600棟（参考値）

この塗料は主に住宅改修時の外壁目止め用として開発しました。従来品は目止め部分に凹凸があると2回塗りが必要でした。特殊な材料を

用いることで塗布後の塗膜の肉やせを防ぎ、約20％の省資源と1回塗りの仕上げが可能な目止め用塗料を開発しました。

当社関係会社では住宅メーカーの改修工事を責任施工で請け負っています。塗料メーカーの当社、責任施工の関係会社、顧客先で大きな経

済効果の増減はありませんが、物量効果として40tの省資源化とこれに伴う輸送段階の省エネ効果がありました。決して大型テーマでは

ありませんが、このような社会全体の環境保全に繋がるテーマは経済効果が少なくても積極的に展開していくことにしています。
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自動車市場における
環境対応型塗料の本格導入

自動車分野においては、今後PRTR法での排出量削減、車室

内でのVOC低減、さらには将来のVOC総排出規制の対応か

ら環境対応型塗料の展開が早まる動きが出てきています。

特に内装分野ではすでに欧米市場にて水系塗料が採用され、

当社でも業界に先駆けて内装用塗料を中心とした水系塗料

の開発を1996年より手がけており、日米欧での3極グロー

バルアライアンスを通しての共同開発、現地生産対応及び現

地サービス対応にて規制の進んでいる欧米市場での採用実

績に結び付けています。また、国内市場においては欧米市場

に比べ環境対応での遅れはあるが、昨年内装部品用にて水系

塗料が一部採用されました。そして今年に入って、ある自動

車メーカーではPRTR1種の総排出量の削減目標をオーバー

している問題から、急遽内装大型部品向けにも水系塗料への

切替えにて対策を実施する動きが出てきています。そして今

後は各自動車メーカーでも早期に水系化への転換が進めら
コーティング事業部

鷲野襄治 事業部長

コーティング事業部

3視点からの
環境配慮型事業の推進

建築用塗料事業の市場は、住まいと暮らしに密着しているこ

とからも環境問題は重要課題です。

市場のトレンドはロングライフ（長寿命）、エコロジー（快適・安

心）にあり、そのニーズにあったものづくりを進めております。

塗料事業は3つの視点から環境配慮型事業を推進しています。

製品の環境配慮

製品開発は、水系樹脂､非有害物質化で高耐久（長寿命）、低汚

染（快適）型塗料の安全設計を推進しています。

製品の水系化率は92％　2007年度目標として製品の完全

水系化を目指します。

環境配慮型製品の前期販売高は全体の92％を占めています。

施工の環境負荷低減

塗料の飛散防止工法（EFS）に対応した省工程化塗料の開発

で、施工現場の環境負荷低減へ取り組みます。今期2005年

塗料事業部

齋藤信也 事業部長

塗料事業部

れていくと考えられ、当社としては欧米での実績をもとに

内装分野での水系化展開において他社との差別化を図るば

かりでなく、環境貢献の絶好のチャンスと捉え積極的な対

応を図っています。今年の販売数量としては300tの販売計

画としており、3年後には1000tを目指していきます。

度には実現化まで進めていきます。また､残塗料及び廃塗料

の処理剤（フジリッド）で施工現場の廃液を低減します。

物流・配送の環境配慮

物流は、現地直接配送で運送効率化を図ります。

容器回収システムは、プラスチック容器の採用で軌道に乗

り2004年度は、284千缶（ボリュウム比73％）のプラス

チック容器を採用しました。

回収率は78％。今後はリサイクル容器の検討を推進します。

環境配慮製品と事業部門のエコ製品活動

5事業部の取り組みをご紹介します




